
島根県保全松林健全化整備事業補助金交付要綱

（主旨）

第１条 県の交付する保全松林健全化整備事業補助金については、補助金等交付規則（昭和３２年

島根県規則第３２号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、この要綱の定めるところに

よる。

（補助金交付の目的）

第２条 保全松林緊急保護整備事業に係る補助金（以下「補助金」という。）の交付の目的、交付の

対象とする事業の内容、交付の率及び補助事業者は次のとおりとし、県は予算の範囲内で交付する

ものとする。

交付の目的 事業の内容 交付の率 補助事業者

高度公益機能松林及 松くい虫被害対策事 標準事業費の7/10 １.市町村

び地区保全松林にお 業実施要領（平成９

ける、松林の健全な 年４月１日付け９林

育成、後継樹の発生 野造第82号林野庁長

促進、松くい虫の繁 官通達）に基づく島

殖源の除去、作業路 根県松くい虫被害対

の開設を目的とする 策事業推進計画及び

。 市町村松くい虫被害

対策自主事業計画に

より行う健全な松林

の整備であり、別表

に定める採択基準に

適合するものとする

。

（補助金の交付申請）

第３条 補助金の交付を受けようとする者は、規則第４条の規定により定める書類を知事が別に定め

る期日までに提出しなければならない。

提出すべき書類の 様 式 部数 申請書に添付すべき 様 式 部数

名称 書類の名称

保全松林健全化整 様式第１号 １ 事業計画書 様式第１号 １

備事業補助金交付 付属様式１

申請書 収支予算書 様式第１号 １

付属様式２

（申請内容の変更）

第４条 補助事業者は、規則第９条第１項の規定により、知事の承認を受けようとする場合に提出す

る書類は、次に掲げるところによるものとする。

提出すべき書類の 様 式 部数 変更承認申請書に添 様 式 部数

名称 付すべき書類の名称

保全松林健全化整 様式第２号 １ 事業変更計画書 様式第２号 １

備事業変更承認申 付属様式１

請書 変更収支予算書 様式第２号 １

付属様式２



（遂行状況報告）

第５条 補助事業者は10月末日現在の補助事業の遂行状況を報告する場合は、次の表に掲げる書類を

翌月の10日までに提出するものとする。

提出すべき書類の名称 様 式 部 数

保全松林健全化整備事業遂行状況報告書 様式第３号 １

（概算払請求）

第６条 補助事業者が補助事業を当該年度内に完成する場合において、その完成を確実にするため概

算払いの請求をする場合は、次の表に掲げる書類を提出するものとする。

提出すべき書類の名称 様 式 部 数

保全松林健全化整備事業補助金概算払請求書 様式第４号 １

保全松林健全化整備事業遂行状況報告及び補助金概算払請求書 様式第５号 １

（着手、完了届）

第７条 補助事業者は地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第221条第２項の規定により当該補助事業

の状況を次の表に定めるところにより知事に報告しなければならない。

提出すべき書類の名称 様 式 部 数

保全松林健全化整備事業着手届 様式第６号 １

保全松林健全化整備事業完了届 様式第７号 １

（実績報告）

第８条 補助事業者は、規則第１０条の規定により、補助事業が完了したときは次に掲げる書類を事

業完了の日から起算して１ヵ月以内又は補助金の交付決定のあった年度の末日のいずれか早い日ま

でに知事に提出しなければならない。

なお、補助金の全額が概算払により交付された場合における報告の期日は、前記の規定にかかわら

ず、補助金の交付決定のあった年度の３月末日までとする。

提出すべき書類の 様 式 部数 実績報告書に添付す 様 式 部数

名称 べき書類の名称

保全松林健全化整 様式第８号 １ 事業成績書 様式第８号 １

備事業実績報告 付属様式１

書 収支精算書 様式第８号 １

付属様式２

（書類等の整備保存）

第９条 補助事業者は、この事業にかかる収入及び支出を明らかにした帳簿を備えるとともに、当該

収入及び支出についての証拠書類を、補助事業の完了の翌年度から起算して５ヵ年間整備、保存し

ておかなければならない。

付則 この要綱は平成７年４月１日から施行する。

付則 この要綱は平成９年７月１日から施行する。

付則 この要綱は平成１４年１０月１日から施行する。

付則 この要綱は令和４年４月１日から施行する。



別表（事業の内容）

防 除 方 法 採 択 基 準

不用木等の 被害木を含む不用木等の除去・処理及びこれらに伴う作業と

衛生伐 除去･処理 する｡

衛生伐作業路 松林を健全に育成・保全するため、長期間継続して使用され

る作業路の開設とする｡


